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資材調達コストの低減に向けて
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課題1 47

◼ 金融機関のリスクを減少するため、漁業者へのファイナンスの浸透のための取組を考
えてはどうか(動産担保等の漁業用の事業性評価の仕組の検討・普及、審査の
簡便化、契約生産の契約を担保とする融資、漁具リース等)。

◼ 今後さらに検討を進め、民間金融機関の扱えるリスクを超える部分があれば、それを
補う制度を検討すべきではないか。

◼ 代金回収リスクを低減するため、会計帳簿や事業計画の作成等を通じ漁業者の経営を
管理し、かつ経営改善の取組を行ってはどうか。

資材メーカーからは、多くの漁業者はキャッシュフローが不足しており、販
売しても代金回収が不履行となるリスクが極めて高いと評価される。また本
来漁船漁業及び養殖業は全般的に資材や期をまたがる運転資金が必要である。
例えば、養殖魚の場合は成魚になるまでの2年間分の餌費用分のキャッシュが
必要であり、成魚を販売する際に回収されることから期をまたいで売上の7～
8割に達する資金があらかじめ必要である。ゆえに会計的には構造的に債務超
過であることがほとんどである。このためメーカーは漁業者と直接取引する
ことを敬遠し、決済のみ漁協等を通したり、販売は産地商社を通じて行うこ
と等により代金回収リスクを回避している。漁協や産地商社等は漁業者から
の代金回収リスクを負うため、市中の短期金利を超える金額が上乗せされる
ことが多い(漁協や産地商社は水揚げ金額等から回収)。
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課題2 48

◼ 規格の共通化、部品の共同購入等をより進めるべきではないか。

◼ 漁協等の注文の取りまとめによるロットの増大・価格交渉力の増大によるコスト削減
の推進。

◼ 同一規格の漁船・漁具をリースで運用する方法で、規格統一および導入コストの
軽減、さらにキャッシュ不足を補うことを検討するべき。

◼ 品質上問題ないものについては、低コストの輸入資材を使用。

◼ オーバースペックの問題に対しては、獲れる量に応じ、差別化にこだわらず、ダウン
スペックする方法もあるのではないか。

◼ 漁船・網のオーダーメイドの傾向については、漁獲可能量が個別割当となれば、限ら
れた時間内に多く漁獲する必要性が薄まるため、一部ダウンスペックが可能となるの
ではないか(チリ・ペルー等においては事例あり)。

◼ 漁具・漁網の規格化と選定をすすめ、何らかの形で、規格品を利用することへのイン
センティブ付けを行う。

船主や船頭の意向により、漁船や漁網については、刺し網等一部を除き、ほ
ぼオーダーメイドである。そのため、デザインの規格化や部品の共通化等が
進まない。漁獲対象の漁場・魚種が各々異なることや、限られた時間内に集
中して漁獲する必要があることから、漁船・漁具共に各々の漁獲対象・漁獲
方法に特化したスペックの良いものを選択する傾向にある。

73



62.2 59.2 58.7 52.3 57.6 68.0 63.5 67.0 68.0 79.5 88.3 
109.2 

4.6 4.9 
(6.5) (5.4) (1.7) 1.2 2.7 5.0 (0.1) 3.6 

(6.4)
6.0 

(57.6) (54.3)
(65.2) (57.7) (59.3)

(66.8) (60.8) (62.0) (68.1) (75.9)
(94.7)

(103.2)(120)

(70)

(20)

30

80

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

金額（100万円）

漁労収入 うちえさ代 うち種苗代 その他支出 漁労所得 漁労支出

我が国の魚類養殖業者の収支・資金繰り（１）

ブリ類養殖業 マダイ養殖業
（千円）（千円）

資料： 農林水産省漁業経営調査報告（個人経営体調査-海面養殖業部門別）
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◆ 魚類養殖業は支出に占める生産資材代（特にエサ代）の割合が６～７割を占め、漁労収支がほぼ均衡（ま
たは漁労所得がわずかに計上）する状態。収入増加又はコスト削減が実現出来ない限り、この状態が継続。

◆ 漁労所得が小さいため、事業改善に必要な投資を自己資金で実施することは困難な状況。

〇ポイント

※ブリ類：統計及び集計データ上ブリ、カンパチ、ヒラマサなどを含むもの

〇養殖業者の収支の状況

うちエサ代

エサ代
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〇ポイント

◆ 養殖業は生産着手から販売終了まで1年を超える場合が多く、販売終了までに次の生産に必要な生産資
材の購入資金を投入し続けなければならない業態。

◆ 極端な魚価暴落や赤潮等の天然災害による経営悪化が存在し、国は漁業共済、減収時の収入安定対策及
びエサ高騰時の価格補填等の国の支援を通じ経営リスク低減を実施。
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一般的なブリ養殖の販売までのサイクル（イメージ）

種苗購入 エサ購入 代金回収

2期間の種苗代と1期間強のエサ代が発生 事業着手1年3ヶ月後に資金回収 自然被害・価格暴落 ⇒ 資金回収困難 ⇒
キャッシュフローが不十分な場合、継続困難

養殖経営リスク
リスク低減に関する国の支援制度

名称 概要

自然災害
（赤潮・台風等）

漁業共済制度
（漁業災害補償法）

⚫ 養殖中の養殖生物が死亡、流失等により受けた損害を補償
⚫ 供用中の養殖施設や漁具の損壊、流失等により受けた損害を補償
等

魚価暴落による減収
漁業収入安定対策
（積立ぷらす・共済掛金追加補助）

⚫ 収入減少時に国と漁業者が拠出した積立金により補填（積立ぷらす）
⚫ 漁業災害補償法に基づく共済掛金補助に追加の掛金補助（共済掛金追加補助）

養殖配合飼料の高騰 漁業経営セーフティネット構築事業
⚫ 配合飼料価格が一定の基準を超えて上昇した時に養殖業者に対し価格差を補塡。
補塡は養殖業者と国が１対１の割合で負担

養殖生餌の供給不安 養殖用生餌安定供給支援 ⚫ 養殖生餌の供給安定化を図る取組に要する経費の一部を支援

養殖経営リスクとリスク低減に関する国の支援制度

〇養殖業者の資金繰り

我が国の魚類養殖業者の収支・資金繰り（２）
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養殖生産エサ
（種苗）

産地
加工

消費地
販売

（小売・外食）

最終消費
魚エサ 魚 魚

取引価格
190円/kg

（参考）他の価格
160円/kg

取引価格
850円／kg
〈内訳〉
エサ代 530円
その他 320円

（注）増肉係数 2.8

取引価格
1,960円／kg
<内訳>
産地価格 1300円
その他 660円

（注）製品歩留り 0.65

取引価格
390円／100g

<内訳>
産地価格 260円
その他 130円

（注）販売歩留り0.75

〇バリュー・チェーン取引のイメージ（ぶり養殖の事例）

産地商社が魚類養殖業者と行う生産資材や養殖生産物にかかる売買時に
関する商習慣。養殖業者は、産地商社からエサ等を買うとともに、商社に生
産物の販売も委託し、産地商社は養殖物販売代金からエサ代を徴収。エサ
代の決済時期を養殖物販売時に延長することから金利相当分や販売リスク
回避相当分が価格に上乗せされている。

年利 12.5%金利相当

商社金融

①生産資材の供給

養殖

業者
産地商社

②販売依頼

③販売

（エサ代の例 イメージ） 他の価格 3,200円/20kg袋
上乗せ価格 3,800円/20kg袋

資料：IRC「オーラルヒストリー愛媛の産業を語る」、関係者への取材

（※）関係者への取材に基づくイメージ価格

他の価格 上乗せ価格 利息相当額 返済期間 年利換算

¥3,200 ¥3,800 ¥600 1.5 12.50%

〇ポイント

◆ 極端な魚価の暴落や赤潮等天然災害による減収から一旦経営が躓くと生産縮小スパイラルの危険。購買
ルートをもたない養殖業者は産地商社と直接契約しやく、生産縮小スパイラル局面では、商社金融によ
り生産活動が継続。

◆ 金融機関の魚類養殖業に対する与信は高くなく、旺盛な資金需要に応えることが難しい実情。

養殖業者の市場アクセス向上が必要

養殖業者の融資環境

（１）地域金融機関は事業性評価の実施促進する方向（金融
庁・金融行政方針）。
（２）一般に事業性評価の活用が活発化されてきているが、
養殖業において活用は進んでいない。
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全くあてはまらない。 ほとんどあてはまらない。 どちらともいえない。

ややあてはまる。 あてはまる。

設問：漁業者に対する審査ノウハウの有無

設問：漁業者が保有する動産など代替担保評価ノウハウの有無

出典：漁業金融円滑化調査検討事業（水土舎）による地銀、信用組合及び系統金融に対する
アンケート調査結果

２つの課題を繋げる
評価軸が必要 養殖業者のキャッシュフロー改善に繋がる金融環境が必要

我が国の魚類養殖業者の収支・資金繰り（３）
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